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企業連携会社アールプラスジャパンの取組み
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株式会社 アールプラスジャパン

代表取締役 横井 恒彦



１．横井の経歴
・1961年 愛知県小牧市 鍛冶屋の次男として生まれる

鉄板の切断、溶接が出来、小学校3年時に兄と共にゴーカートを作成

・1984年 大学（化学工学科）を卒業後、サントリー㈱に入社。群馬県のビール工場にて勤務
瓶ビール、缶ビールの充填、包装機器の入替・新設工事を担当。

・1990年 熊本工場建設準備チームメンバーとして大阪本社に異動し、設計業務に従事
建設着工承認まで12年を要し、途中国内外生産拠点での設備導入業務を支援。

・2002年 ビール＆飲料ハイブリッド型の熊本工場の建設開始に伴い熊本に異動。
設備ベンダー交渉以外、地下水確保、排水放流 など地元との交渉にも従事
サントリー生産部門初、工場運営子会社の包装部門長に就任。

・2008年 世界初、使用前空PETボトルの電子線殺菌技術開発プロジェクトリーダーを拝命
設備導入後、重要課題発覚。あらゆる業界の専門家にコンタクトし糸口を見出す。

・2010年 中国飲料事業の製造部門責任者として上海駐在。
事業拡大を狙い中華系飲料企業と合弁を決定。既存従業員との労使交渉。

・2016年 サントリー㈱包材部部長としてお台場勤務。包材部長の元で、PETボトルの
原価低減＆環境対応技術開発に従事。20年アールプラスJ設立。

・2022年 サントリー㈱からアールプラスジャパンに出向 現在に至る
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人格形成のキー: ものづくりへの興味、忍耐力、リーダーシップ



サントリーの経歴
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GHG
（温室効果ガス）

プラスチック

リサイクル素材or

植物由来素材100%
に切り替え、新たな

化石由来原料の使用ゼロ
を実現

自社排出

バリューチェーン
全体

50%削減

30%削減

※基準年2019年

※基準年2019年

水

工場節水

水源涵養

35％削減

半数の自社工場で

100%還元

原料生産

水の啓発 100万人

重要原料の

水使用効率を改善
※コーヒー、大麦、ブドウ

※基準年2015年

2030年 サステナビリティ目標

２．サントリーの環境問題への取組み
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使用済みプラスチック処理分類
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マテリアルリサイクルが理想ではあるものの、品質制約による用途拡大が困難
今後はケミカルリサイクルに注目



３．プラスチック世界情勢
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日本は総排出量で第5位、一人当たりでは第2位
＝プラスチック消費大国

ー 廃プラ総排出量／一人当たり排出量 国別比較 ー



使用済みプラスチックの処理状況比較
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8.2Mt

in2021

欧州（30ヵ国） 日本

24％

Recycling

70％

Energy
recovery

6％

Landfill

米国（1960-2015）

75%Landfill

16%
Energy Recovery

9% Recycling

日本のリサイクル率は、欧州に負けている



欧州使用済みプラスチックの国別処理状況（2020）
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↑
低Landfill 国 国による差はあるものの、埋立比率が少ない国が存在



スウェーデンの使用済みプラスチックの処理状況
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Landfill 1％以下を達成

3種類の分別Box常設生ごみシューター

分別シューター

デポジット
容器回収機

生ごみメタン発酵
→発電

プラごみ分別
→再商品化

可燃ごみ焼却
→発電

紙ごみパルプ
→再生紙

地下パイプ



欧州ＥＵにおけるプラスチックリサイクル目標
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ネスレは、プラスチックパッケージを
100%リサイクル可能に設計するとい
うコミットメントを継続します。2025年
までに、95％以上を実現できると考え
ています。

循環経済の実現に向けた取組みの一環として、
私たちは2025年までにリサイクル素材およびバイ
オ素材の使用率を大幅に高めることを目標にして
います。

リサイクル素材

2025年までの目標

25%
リサイクル素材やバイオ
素材のプラスチック

40%
リサイクル

アルミニウム

25%
リサイクル
スチール

2025年までの目標

例１ 例２



４．バイオＰＥＴの開発
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創

設

者

David Sudolsky(President & CEO)

Dr.George W. Huber(Chair of Science Advisory Board)

・コロンビア大のMBA
・化学工学の学位保持
・医薬・バイオ関連企業における

立上げ実績

・UMASS助教授
→ Wisconsin-Madison大学教授

・触媒化学
・非可食バイオマスからガソリン類の

成分を生成する技術を開発

設立：2008年設立、所在地：米国ニューヨーク、従業員数：20数名

ニューヨークのラボ

2010~11年 同業他社同様、バイオPET技術を探索。
米国でのバイオ化学セミナーにてアネロテック社と初コンタクト。



2012年サントリー役員会答申資料抜粋

「石油は有限資源、使えなくなる時代が必ず来る！
当社も積極的に素材開発に関与すべし！」 と経営に答申

当時の包材部長の思い
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アネロテック社バイオＰＥＴ技術の優位性
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石
油

ＭＥＧ : ３０％
（モノエチレングリコール）

ＰＴＡ : ７０％
（高純度テレフタル酸）

ＰＥＴ
モノマー

ＰＥＴ
レジン

ＢＴＸ
（ベンゼン・トルエン・キシレン）

ＰＸ（パラキシレン）

重
合

プリ
フォーム

ボトル

糖

原料：さとうきび
トウモロコシ

イソ
ブタ

ノール

イソ
ブチ
レン

イソ
オク
テン

発酵
複数の

化学変換 ＋

他社技術

原料：ウッドチップ

非可食

一度の熱分解・
触媒反応変換

非可食原料＆シンプルな変換工程

http://www.google.co.jp/url?url=http://okinawaphotomap.ti-da.net/e1578859.html&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=obLuVM7kEafGmAWFw4K4DQ&ved=0CCwQ9QEwCw&usg=AFQjCNGz4E-HmA1G3sENmGxn5GPkSpIBsQ
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.pelletstoves.ie/page26.php&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=0OjrVI_7DoW7mwWZ8IGwDQ&ved=0CCIQ9QEwBg&usg=AFQjCNEMDbSk9ZUhQtxCeydSzKH35IB7xg


石油由来 植物由来

開発履歴

商業化
ワーク(ラボスケール)

プロセス /    触媒開発
(実証プラント)

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

ウッドチップ ＢＴＸ

プロセス開発

・原料選定

・流動床技術開発

・触媒開発

実証プラントでの検証

・プロセス自動化

検証

・収率向上

・触媒の寿命 19.6R&D活動 完了

BTX drum PX
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2012年開発開始～2019年開発完了～商業化検討中

2021.12
１００％バイオ
ＰＥＴボトル
記者発表

サンプル検証

2020 2021 2022



５．アールプラスジャパン設立のきっかけ
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石
油

ＭＥＧ : ３０％
（モノエチレングリコール）

ＰＴＡ : ７０％
（高純度テレフタル酸）

ＰＥＴ
モノマー

ＰＥＴ
レジン

プリ
フォーム

ボトル

ＢＴＸ
（ベンゼン・トルエン・キシレン）

ＰＸ（パラキシレン）

重
合

プリ
フォーム

ボトル

原料：ウッドチップ

原料：使用済み一般プラ

オレフィン
（エチレン・プロピレン他）

バイオPET開発途中、原料を使用済み一般プラに変更すると、
ＢＴＸのみならずオレフィンにも変換可能と入電。・・・新技術の芽

http://www.google.co.jp/url?url=http://www.pelletstoves.ie/page26.php&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=0OjrVI_7DoW7mwWZ8IGwDQ&ved=0CCIQ9QEwBg&usg=AFQjCNEMDbSk9ZUhQtxCeydSzKH35IB7xg


「新技術の芽」 に対する支援の可能性
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経営と協議の結果、右側の案を採用することを決定

● バイオＰＥＴ商業化に注力 or 本開発にも関与

● サントリー単独で支援 or プラ関連企業と共同支援

● 包材メーカー中心に声掛け or 全業界から参画募集

● 各企業が個別に資金拠出 or 株式会社方式



SSSSSS

株式会社方式採用の背景

P
R
O
S

C
O
N
S

⚫ビークル組成の手続きが不要

⚫ 参加会社のコントロールが
難しい

⚫ 参加者が段階的に増える
場合に対応が難しい

⚫ 開発成果共有が煩雑

⚫法人設立が不要
⚫参加者間の意思統一が可能

⚫ 参加者間の意思統一が可能
⚫ 出資のみの参加可能

⚫ 役割分担が必要
（出資のみの参加は不可）

⚫ 後から参加会社が増えた
場合の損益分配調整が煩雑

⚫ 無限連帯責任

⚫ 法人設立・管理が手間
⚫ 登録免許税、資本金が必要
⚫ 法人税課税される
⚫ 解散が容易ではない

Ａ案
（個別契約型）

B案
（組合型）

C案
（株式会社型）

アネロテック社 アネロテック社 アネロテック社

S 参 参 参 S 参 参 参 S 参 参 参

新会社

業務執行組合員 非業務執行組合員 普通株式 種類株式

組合
開発委託契約

開発委託契約 開発委託契約

17



コンサルによる事業性の予備検証
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原料
調達
企業

再生
事業
企業

後段
処理
企業

再生材
販売
企業

①廃プラ単価 ②変換効率

③運転費用

④設備投資

⑤委託費用 ⑥原油価格

⑦上乗せ価格

使用済
プラ

排出者

再生材
使用
者

事業主として経済性を担保できることが必須



コンソーシアムの設立
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取締役会

設立時参画企業（＝運営事務局） 設立後参画企業

アールプラスジャパンコンソーシアム

随時募集

アールプラスジャパン社

活動実施主体

開発協業

活動推進主体

ライセンス

株主総会

他

アールプラスジャパンコンソーシアム規約

第１条 目的
本コンソーシアムは、株式会社アールプラスジャ

るプラスチックの再資源化技術（以下「再資源化
向けた活動（以下「本活動」という）に関して相互に
に推進することを目的として、RPJの出資者をもっ

第２条 適用範囲
本規約は、本コンソーシアムに参加する全会員に

第３条 活動内容
本コンソーシアムは以下の活動を行う。
（１） 本活動に関する会員間の情報共有
（２） RPJが開発する再資源化技術及びRPJから

・
・
・
・

アネロテック

プラントオーナー



2020.4.30 12社によるアールプラスジャパン設立
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商
社

ＲＰＪ社のミッション ： アネロテック社による技術開発の支援



6月30日 合同記者発表会

横井

• 21



６．使用済みプラ再生技術の概要

脱
塩
処
理

流
動
床
式
リ
ア
ク
タ
ー

熱
分
解
・触
媒
反
応

触
媒
再
生
機

分
離
ト
レ
イ
ン

コンプ
レッサー

オフガス

ＢＴＸ

ガス成分
エタン・

エチレン・
プロパン・
プロピレン

・Ｃ４＋オレフィン
・パラフィン

触媒
リサイクル

ガ
ス

リ
サ

イ
ク

ル

H2/CO/CO2

Ｒ
Ｐ

Ｊ
（調

達
）開

発
設
計

社
会

実
装

既存中間処理・
RPF製造メーカー

ー

既
存

委
託

投入原料：20万トン／年 再処理
触媒補填

破砕フラフ

ペレット

ＲＰＦ

事業系プラ

家庭系プラ

可燃ごみ中プラ
＆製品プラ

光
学
式
選
別

破
砕

手
選
別

磁
選
・
非
鉄
選

振
動
篩
・
風
力
選
別

破
袋

既存中間処理

アネロテック社
（脱塩・熱分解触媒反応変換・分離精製技術）

国内パートナー探索・座組検討中

22

● 役割分担



アネロテック社技術の特徴

23

① 複合プラを処理可能

③ 変換工程がシンプル ④ 大型プラントが可能

・ 一般的な油化装置・・・2-3万㌧/Plant

・ アネロテック装置 ・・・ 20万㌧/Plant

上記の特長を生かして熱利用から循環型リサイクルへの転換を推進

② 既存熱利用プラを「もの」へ変換可能

紙（値札）



’20～23 ’29/30～

Ｒ＆Ｄ期

’24～29

商業化準備 プラント稼働

~20.12末
（ラボ1期）

~21.12末
（ラボ2期）

~23.12末
（実証）

~22.9末

（実証機改造）

・原料評価
・触媒開発

・原料投入方法
・原料評価
・触媒開発

・連続運転検証
・収率
（日本市場想定の原料）

開発タイムライン

完了 完了

・ｽｹｰﾙｱｯﾌﾟ
技術付与

・ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ作成

・Feasibility
Study

・基本＆
詳細設計

・Engineering
・Procurement
・Construction

24

現状完了

←生成されたBTX



７．アールプラスジャパン社の運営
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粗原料 原料 容器・包装 消費財

選別・前処理 流通

2022年9月時点

原料・中間財

現在の参画企業と会社の目的

参画企業の思いは、プラスチックに起因する社会課題の解決。
連携により、新たなプラ回収モデルの構築等、
単独では解決しづらかった課題に取り組む。

40社

26



アールプラスジャパン理念体系

「すてる」をなくす、「みらい」をつくる

27

１．使用済みプラスチックを貴重な資源と捉え、効率的に

プラスチックの原料である基礎化学品へ再生するケミカル

リサイクル技術の確立を目指します。

２．社会に対し、「使用済みプラスチック＝資源」の啓発を推進し、

適切に回収されるサプライチェーンの構築に務めます。



ビジネスモデルと参画メリット

ロイヤリティ

ﾛｲﾔﾙﾃｨ

開発支援資金拠出

ラ
イ
セ
ン
サ
ー

日本国内独占
ﾗｲｾﾝｽ

サブライセンス

日本国内
商業プラント

※石油・化学会社
による
事業化を想定

Ｂ
Ｔ
Ｘ

オ
レ
フ
ィ
ン

ＰＳ製造プラント

ＰＥＴ重合プラント

ＰＰ製造プラント

ＰＥ製造プラント

その他ガス製造プラント

Ｐ
Ｅ

Ｔ
Ｐ

Ｓ
Ｐ

Ｐ
Ｐ

Ｅ
他

②一部を配当へ

③再生材のオフテイク権を獲得

④企業価値向上

原
料
プ
ラ
調
達
・支
給
会
社

28

消費財
工場

原料
工場

小売

容器・包
装工場

①
自
社
排
出
物
の
循
環
化

技術開発

技術 技術

再
生

材



㈱アールプラスジャパン 活動推進体制

各々の分科会・グループの自主性を尊重。
取締役＋事務局にて方向付け

取締役会

代表取締役 取締役取締役 監査役

運営事務局
（サントリーメンバー）

技術開発
分科会

知財調査
分科会

原料調達
分科会 事業化

推進

分科会

広報
分科会

後段処理
オフテイク
分科会プラ循環スキーム

構築分科会

・店頭回収推進Team
・○○系プラ回収検討Team
・
・

WEBとリアルＭＴＧとの併用
※20.5以降、ほぼ毎月開催

活動報告会

29



プラ循環スキーム構築分科会 活動例

30

①焼却プラの
アネロ技術での再生可否検討

成分分析による収率推定

②店頭回収実験

③圧縮機・破砕機の検討 ⑤再商品化検討

アネロテック社技術

プラントへ

（最終）

啓発による異物混入率低減

告知方法による収集量・品質影響調査

実運用による評価＆設置場所の検討

④先行技術への回収プラ適用検討

（最終）



活動を推進する上での主な課題と対応

31

１．参画意欲に対する温度差（プラ循環スキーム構築分科会）

例：「分科会は情報収集のみで、自ら役割は持ちたくない」
→スタートから同じ認識にそろえるのは無理。活動実績を積むことで、徐々に

「我が社ももう少し関わってみよう！」 になればよい。

２．既存顧客・販売店からの一意見に基づく躊躇（プラ循環スキーム構築分科会）

例：「ゴミと一緒に製品を持ってくるのか！」
「あそこの営業所では回収しているらしいが、うちには話が来てないぞ！」

→本部による活動趣旨に関する十分な説明。但し、6割賛成であればGO.

３．土地勘のない業界（例：石油精製・化学）との折衝（事業化推進分科会）

例：「実績のないシステムなど到底導入は出来ない。リスクを取れない」
→しつこく定期的にコンタクトを継続。意思決定の要となるポイントを把握

４．ベンチャー企業のコントロール（事務局・取締役会）

例：「米国のインフレ＆為替＆新規開発課題で資金不足に陥った」
→追加株式発行に伴う既得権への影響に対する十分な説明。



企業連携を推進する上でのポイント
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１．企業理念の設定

（存在意義・ビジョン・価値・ミッション・各社参画目的）

２．事務局としての責任感と牽引力

（へこたれず・あきらめず・しつこく・黒子で）

３．一体感の醸成

（公平性・連携故に成しえる成果）



ご清聴 有難うございました。
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